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ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」  

平成 21 年 6月 22 日 

各      位 

本店所在地 東京都港区東新橋二丁目 4番 1号 

会 社 名   株式会社Ｔ＆Ｃホールディングス 

代表者名   代表取締役 田中茂樹 

（コード番号 3832） 

問合せ先   社長室長 笠屋雅義            

（TEL．03－5425－7013） 

 

Marco Polo XTF, Inc. の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、当社持分法適用関連会社である Marco Polo XTF, Inc. （以下、

「MPXTF 社」）の株式を追加取得し、子会社化することを決議いたしましたので、下記の通りお知らせいた

します。 

 

１． 株式取得の理由 

 投資情報提供市場は、投資のグローバル化や分散化の進展による情報ニーズの高まりを受け順調に拡

大しておりますが、情報の選別や金融機関のコスト削減から業界内の競争は激化しており、投資情報提

供各社では、コンテンツ力の強化による他社との差別化が重要課題となっております。 

 このような環境下、当社グループにおいては投資家の皆様にとって分り易く取引が容易な ETF に注目

して参りました。ETF は、1993 年に米国で初めて上場されて以来、その商品性が投資家から評価され、

急速に取引額が拡大しております。日本においても規制緩和が進み、今後のさらなる市場規模の拡大が

見込まれております。 

 当社では、この ETF を次なる戦略商品と位置付け、米国の ETF エキスパートカンパニーである MPXTF

社と資本提携を行い事業を進めてまいりました。MPXTF 社は昨年より事業を本格始動し、商品ラインナ

ップの充実を進めております。このたび、同社株式を追加取得し、取締役の過半数を派遣することによ

り実質的に子会社化することで、当社連結子会社㈱マルコポーロ XTF Japan との一層の連携強化およ

び ETF 事業のさらなる増強が図れるものと考えております。 

 

２． MPXTF 社の概要 

(1) 名 称 Marco Polo XTF, Inc.  

(2) 主な事業内容 ETF に関する投資情報提供サービス等 

(3) 設 立 年 月 日 2008 年 4 月 10 日 

(4) 本 店 所 在 地 110 Wall Street, 18th Floor New York, New York, USA 

(5) 代 表 者 CEO   Melvin Herman 

(6) 主な事業内容 ETF に関するデータベース、レーティング等の投資情報サービス提供 

(7) 資 本 の 額 1,001 千 US ドル 

(8) 決 算 期 12 月 31 日 

(9) 役 職 員 数 10 名 

(10) 発行済株式総数 1,250,000 株 

(11) 大 株 主 構 成 Marco Polo Network, Inc. 60％ 

 ㈱T&C ホールディングス 20％  

(12) 当社との関係 当社の持分法適用関連会社 

 当社代表取締役田中茂樹は同社取締役 

(13) 総 資 産 約 453,000US ドル（前事業年度末） 
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(14) 最近事業年度の業績動向 

 現在精査中であるため、確認が取れ次第ご報告いたします。 

 

３． 株式の取得先 

(1) 名 称 Marco Polo Network, Inc.  

(2) 代 表 者 最高経営責任者  Vinode Ramgopal 

(3) 所 在 地 139 Centre Street New York, New York 10013 

(4) 設 立 年 月 日 平成 12 年 5月 11 日 

(5) 業 務 内 容 エマージングマーケットを中心に電子取引プラットフォームを提供する会社 

 

４． 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

(1) 異動前の所有株式数  250,000 株（所有割合 20.0％） 

(2) 取得株式数   未定（取得価額 1US ドル） 

(3) 異動後の所有株式数  未定（所有割合 49.9％） 

 

５． 今後の日程 

 今後の日程については、現段階では決定しておりませんが、両社間で検討の上、決定し次第お知らせ

いたします。 

 

６． 今後の見通し 

 上記の株式取得が平成 21 年 11 月期の当社連結業績に及ぼす影響は軽微であると考えております。た

だし、当社グループの業績見通しに修正を加える影響が生じた場合には適時開示いたします。 

 なお、本件株式取得の詳細事項が分かり次第、適時開示して参ります。 

 

以  上 


